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第１ 調査の目的等 

 

 

１ 目的 

本調査は、小中学校において不登校のこども 3が近年大幅に増加する中、学校教育法（昭

和 22 年法律第 26 号）及び学校保健安全法（昭和 33 年法律第 56 号）で定められた毎年度

の健康診断を受診できない不登校のこどもが増え、学齢期のこどもの健康の保持増進に支

障を来すことが懸念されることを踏まえ、学校における健康診断の実施状況、不登校にな

っている学齢期のこどもの健康診断の受診状況等とそれらに係る課題を把握・整理し、関

係行政の改善に資することを目的として実施したものである。 

 

２ 対象機関 

(1) 調査対象機関 

   文部科学省、こども家庭庁、厚生労働省 

(2) 関連調査等対象機関 

市町村（首長部局）（28）、市町村教育委員会（公立小中学校を除く。）（23）、公立小中

学校（学びの多様化学校 4を除く。）（52）、学びの多様化学校である公立又は私立の小中

学校（９）、公立又は私立の高等学校（10）、関係団体（フリースクール 5等）（79） 

 

３ 担当部局 

行政評価局 

管区行政評価局（北海道、関東、近畿、中国四国） 

行政評価事務所（兵庫） 

  

４ 実施時期 

  令和７年 10月～８年 10月 

 

 
3 学校教育法等の教育関係法令では、義務教育期間のこどもについて、「児童」（小学校等）又は「生徒」（中学校

等）という用語で表しているが、本調査では、引用や制度に関する記述を除き「こども」を用いている。 

なお、本調査における「不登校」の定義は、表１-(3)-①のとおりであるが、この定義に当てはまらない不登校

傾向のこどもも国や自治体による支援の対象になり得ると考えられたため、本調査の調査名は「不登校等のこど

も」としている。 
4  学びの多様化学校とは、不登校児童生徒の実態に配慮した特別の教育課程を編成して教育を実施する必要があ

ると認められる場合に、文部科学大臣の指定を受けて、教育課程の基準によらずに教育を実施できる学校をいう。 
5 フリースクールに公の定義はないが、本調査では、主に不登校のこどもに対して学んだり過ごしたりする場を提

供する活動をしている民間の団体・施設を指す。 


